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企業において見出され、環境における非現実
的な安定性を必要とし、適応モードは複雑で
急速に変化する環境に直面した企業が活用す
ると述べている。すなわち、安定的な環境下
では計画型モデルが、不安定な環境下では創
発型モデルが、それぞれ適しているというこ
とである。
　しかし、これと矛盾する「不安定な環境に
おいて合理的モデルが適している」という見
解がある。つまり、環境と戦略形成プロセス
との適合関係に関する議論において、「不安定
な環境下では創発型の戦略形成プロセスが適
しており、また安定的な環境下では計画型の
戦略形成プロセスが適している」という仮説
およびそれと矛盾する「不安定な環境下では
計画型の戦略形成プロセスが適している」と
いう仮説が多様な分析手法にもとづき提示さ
れている。本研究では、このような矛盾する
諸仮説を提示している諸研究について考察を
行い、これらの仮説において、後者の仮説が
優勢ではあることを示しながら、またこれら
の研究手法がもつ限界について明らかにする。
はじめに
　戦略的意思決定プロセスは、大きくは合理
的・分析的・包括的なプロセスと、創発的・
行動的・政治的なプロセスとに二分され議論
されている。
　 た と え ば、 公 式 シ ス テ ム 計 画（formal 
systems planning）アプローチと権力－行動
（power-behavioral）アプローチ（Quinn［1978］）、
合理的／分析的コンセプトと行動的／政治的
コンセプト（Fahey［1981］）、シノプティック
（ s y n o p t i c）・プロセスとインクリメンタル
（incremental）・プロセス（Fredrickson［1983］）、
規範的スクールと記述的スクール（Mintzberg, 
Ahlstrand ＆ Lampel［1998］）、等々である。
　戦略的意思決定プロセス研究における二分
法にもとづく諸研究は、戦略的意思決定プロ
セスと環境要因との間の適合関係についての
議論を展開している。
　環境と戦略的意思決定の各モデルとの適合
関係におけるもっと初期の見解と考えられる
Mintzberg（1973）は、フォーマルで包括的
な計画モードは一般的に、激しく予想不可能
な競争にさらされていない一定の規模をもつ
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ンタビューにもとづき、主要な問題を組織が
解決する試みを記述した意思決定シナリオを
作成し、このシナリオは状況を診断し、代替
案を作成し、代替案を評価し、全体戦略へ意
思決定を統合する際に組織は何をしたのかに
ついて詳細な記述を提供した。109人の参加
者はシナリオを読み、同じ問題に直面した時
にそれぞれの企業が用いる意思決定プロセス
を記述する一連の質問項目に回答した。項目
は包括的構成を評価するようデザインされて
いた。回答は企業内で集計され、組織の規模
を統制したうえで、組織のパフォーマンスと
包括性の関係が調査された。調査対象として
ここでは不安定な環境下におかれているとさ
れる北西太平洋に位置する木材産業が選択さ
れている。そして直近五年間の税引き後の平
均資産収益率とグロスの売上高の変化率とい
う経済的パフォーマンスと意思決定プロセス
の包括性との相関について調査している。結
果として、上述の仮説は支持された。
　さらにFredrickson （1984）は、Fredrickson
＆Mitchell（1984）と同様の方法で、安定的
な環境下にある一つの産業（ペイント・コー
ティング産業）にたいし、合理性の指標であ
る包括性と業績の関係について調査して、「安
定的な環境下では包括性と業績には正の関
係」があるという仮説の検証をおこなってい
る。結果的に、包括性と税引き後の平均資産
収益率との関係に強い相関が見出されている。
これらのことからFredrickson （1984）によっ
て、不安的な環境下で成功的な企業は、速く
そして意思決定を全体の意思決定に統合しよ
うと試みることなく意思決定を行っているこ
と、このアクションが機会と脅威に関する継
続的に変化するリストを開発し対処すること
を可能にし、そして資源を不確定なコースへ
第１節　「計画型モデル－安定した環境」
および「創発型モデル－不安定な
環境」適合仮説
　Fredrickson＆Mitchell（1984）は、「…合理
的モデルは安定的な環境における組織にとっ
て適切であり、不安定な環境においてインク
リメンタルなモデルが活用されるべきであ
る」（p.405）とし、「戦略的意思決定プロセス
の包括性とパフォーマンスは不安定な環境に
おいて負の関係がある。安定的な環境におい
ては正の関係がある」（同）という仮説を提
示しそれを経験的に検証している。これまで
の戦略的意思決定プロセス研究が定性分析に
基づき主にモデルおよび理論の開発がおこな
われてきたのにたいし、定量分析を行い統計
的に検証しているのである。
　かれらはまず統合された包括的な意思決定
について、状況診断、代替案の生成、代替案
の評価、および意思決定の統合という四つの
ステップに分解している。これらのステップ
は結合する際、意思決定プロセスの包括性を
変えうる異なった機会を提供する。ステップ
ごとに包括的か非包括的かについて、たとえ
ば直接関与した従業員の数、かれらの専門に
かんする領域、求められた外部者、考察され
た問題の原因と解決、用いられた分析あるい
は統合のテクニック、などが必要に応じて質
問されている。
　かれらの調査には不安定な環境下の27企業
の109人の経営陣が参加した。そこでは戦略
的意思決定についての情報を得るために各企
業のCEOおよび副社長に対する構造化され
たインタビューがなされた。たとえば、産業
が直面した主要な問題と最近なされた主要な
意思決定などについて行われている。このイ
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モードが活用される。
命題2b： シンボリックモードはダイナミック
で変化の速い環境において積極的に
対応する戦略に従い急速な成長や方
向転換する企業に最も一般的であろ
う。さらにシンボリックモードはこ
のような状況で高いパフォーマンス
と関係づけられる。
　ダイナミックで複雑な環境では、熟慮して
全体を調整する大規模の展開が難しくなり複
雑でばらばらの市場に対応する必要があるた
めに、分権化された個々の組織構成員が戦略
を生む革新的活動に依存するジェネレイティ
ブモードが必要になる。
命題2e： ジェネレイティブモードは、試行す
ることが競争上の成功にとって重要
である乱気流の（複雑で急速に変化
する）事業環境において競争する企
業間で最も一般的であろう。ジェネ
レイティブモードはこのような状況
で高いパフォーマンスと関係づけら
れる。
　これら環境の不確実性の程度と戦略的意思
決定プロセスとの適合関係にかんする仮説は
要するに、合理的で分析的な計画型モデルは
安定的で予測可能な環境と適合し、インクリ
メンタルな創発型モデルは不安定で予測が困
難な環境と適合するという見解である。なぜ
なら、不安定で情報が欠如している状況下で、
戦略策定者は、公式的な戦略計画にかかわる
システマティックな思案や分析に不可欠な情
報の入手が困難で、諸要素間の因果関係が不
明瞭で、予測が困難であり、また公式的な戦
略計画は時間を浪費するからである。それゆ
え不確実な環境下では、環境状況がわかり情
とコミットさせないこと、などが指摘されて
いる。また安定的な環境下で成功している企
業は意思決定が合致した全体戦略をもち、こ
のような環境下では相対的にみてほとんど機
会を提供せず現れた機会はほとんどの競合者
にとって自明のことである。それゆえ、安定
した環境下にある企業は誤りについての許容
範囲がより狭く、諸機会もより少ないがため
に、安定的な環境下で操業する役員は分析的
な意思決定を行なわなければ数年間にわたり
貧弱な意思決定の結果による不利を被ると述
べられている（p.457）。
　Hart（1992）もまた、（計画型モデルに分類
できる）ラーショナルモード（rational mode）
と相対的に安定した環境との関係について、
また（創発型モデルに分類できる）シンボリッ
クモード（symbolic mode）やジェネレイティ
ブモード（generative mode）と不安定な環
境との関係について、以下の命題を提示して
いる（pp.340-346）。
　ダイナミックな環境下では、トップ・マネ
ジメントに多大な要求があるため、過剰な認
知負荷や分析マヒのリスクがあるのでラー
ショナルモードの活用は困難である。
命題2c： ラーショナルモードは相対的に安定
した環境において築いた戦略ポジ
ションを守りながら安定的に成長す
るより大規模な企業間で最も一般的
であろう。さらにラーショナルモー
ドはこのような状況で高いパフォー
マンスと関係づけられる。
　急速に変化する環境下ではトップ・マネジ
メントが詳細な計画や公式システムを開発で
きないために、また敵対的な産業において変
化志向が不可欠であるために、スピードや柔
軟性をもちまた事前志向をもつシンボリック
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することでありそれゆえ計画型モデルと関連
性があり、イノベーションとは新しい製品や
製造・サービスの技術の採用、マーケティン
グや製造などの問題に対する新しい種類の解
決の探索、競合者に追随するというよりはむ
しろリードしようという試み、リスクテーキ
ングなどを意味するがゆえに創発型モデルと
関連性がある。
　 分 析 と ダ イ ナ ミ ズ ム の 関 係 に 関 し て
（pp.225-229）、高い成果を示すカナダ企業は、
ダイナミズムが増加した場合、分析が増加し
ており、成功的でないカナダ企業では分析と
ダイナミズムの変化間に明確な関係はなかっ
た。成功しているアメリカ企業で増大するダ
イナミズムが増加する分析に合致した傾向は
控えめであるようで、成功的でない企業にお
ける両者の関係には弱い負の関係がみられた。
イノベーションとダイナミズムの組み合わせ
について、カナダ企業のデータでは、少なく
とも産業におけるイノベーションによって
はっきり示された場合、ダイナミズムは成功
している企業におけるイノベーティブな対応
の開始において最も顕著にみられるようだ。
成功的でない企業においてはこのような傾向
は示されていない。アメリカ企業において、
成功的な企業は、ダイナミズムと積極的でリ
スク志向でイノベーティブな行動との同時的
な変動がみられた。成功的でない企業からは
この結果は示されていない。またこれらの関
係から企業は顧客の行動に不確実性がある場
合は、いつも分析的に対応しようと試みるべ
きあり（それにより市場変化への対応の必要
性の理解を提供する。）、競合者間に高いレベ
ルのイノベーションがある場合は、イノベー
ティブに対応しようと試みるべきある（これ
により製品やサービス、実践を更新し続ける
報が入手されるにしたがって柔軟に適応的に
対応しなければならないからである。
第₂節　「計画型モデル－不安定な環境」
および「創発型モデル－安定した
環境」適合仮説
　Miller&Friesen（1983）は、戦略的意思決
定プロセスが環境にとってふさわしい場合の
み最適な戦略は選択されうると述べつつ、こ
のプロセスを、組織構造とともに、環境につ
いての情報の処理を促進する装置の一つとし
てとらえている。そして高い成果を達成する
ためには環境の挑戦の諸変化と戦略的意思決
定の諸変化とどの程度関連するのかについて
調査を行っている。
　かれらはまず環境について、ダイナミズム
（dynamism）、敵対性（hostility）、異質性あ
るいは複雑性（heterogeneity or complexity）
の三つに分類し、戦略的意思決定の次元を分
析とイノベーションの二つに分類し、それぞ
れの属性間の六つの組み合わせと経済成果と
の関連性について調査した。ここでいうダイ
ナミズムとは、競合者や顧客のアクションの
不確実性や予測不可能性とともに産業におけ
る変化やイノベーションの率によって特徴づ
けられ、敵対性とは、競争の多面性や強さ、
激しさと企業が属する主たる産業の上昇や下
降などによって強いられる脅威の程度であり、
異質性あるいは複雑性は、製造やマーケティ
ング志向における多様さを必要とする市場内
での変化の程度を包括している。戦略的意思
決定の次元における分析とは、秩序だって体
系的に、意思決定により多くの要素を取り込
み（分析と複合性）、さまざまな意思決定の
補足やシナジーを確保し（統合）、将来のコ
ンティンジェンシーを計画化（将来可能性）
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　結論としては、「環境のダイナミズムの増大
はより多くの分析とイノベーションを必要と
するようであり、環境の敵対性の拡大は追加
的な分析を必要とするようであり、最後に、
より異質性に直面している企業は、明らかに
イノベーションから恩恵を受ける、…しかし
敵対性とイノベーション、そして異質性と分
析の関係に関してはあいまいな結果である」
（p.231）ということである。
　Bourgeois ＆ Eisenhardt（1988）は、変化が
急速な環境（high velocity environments）下
にあるマイクロコンピュータ業界の四社にか
んする帰納的ケーススタディにもとづき以下
のような命題と仮説を提示した。ここでいう
変化が急速な環境とは、需要や競争業者、技
術、規制などの迅速で非連続的な変化があり、
情報がしばしば不正確で、入手困難で、廃れ
るというような環境である（p.816）。
命題１．変化の速い環境において、効果的な
企業は合理的意思決定プロセスを活用する
（p.826）
　環境変化のスピードが加速するにつれ、効
果的な役員は、徹底した分析プロセスに従事
することでそれを構造化することによりきわ
めて不確実な世界に対処する。かれらの調査
によると、このような状況下でパフォーマン
スの良い企業は、古典的な教科書で書かれて
いるように産業分析、競合分析、自社分析、
ターゲット市場の明確化、戦略開発などを
行った。
→仮説1.1． 変化の速い環境において、より分
析的な戦略的意思決定プロセスほ
どパフォーマンスが良い（p.827）
　精神分析の処方箋で、速く無秩序で不安定
な個人的環境により圧力を受ける人にはコン
トロールの意識を強めるために情報を収集し
ことを可能にする。）。
　敵対性と分析の関係に関して（p.229）、成
功的でない企業の特徴は、脅威がある間、分
析を削減していたことであるが、成功的企業
では敵対性が増大するにつれ分析が増加した。
特に競争の次元が価格、品質、流通、製品の
魅力、等々のような多次元に拡大した時、分
析を通じて効果的な戦略を構築することが必
要になるだろう。競争の複合性は一層、戦略
的意思決定の複合性によって、つまりより広
範な局面を考察することによって対処され、
他方で競争の激しさは多くの分析を引き出さ
ないようである。おそらく環境をすでに認識
しており、競争の激しさ自体は追加的な情報
をほとんど必要としてないからである。成功
的なアメリカ企業における両者の関係は成功
的でない企業における関係よりも強い。敵対
性とイノベーションの関係は、カナダ企業の
サンプルにおいて、成功している企業におい
て強い負の関係があり、成功的でない企業に
おいいてはより少ない負の関係がみられたが、
アメリカ企業では負の関係は支持されていな
い。
　異質性と分析の関係に関して（pp.229-
230）、成功している企業もしていない企業も
両者の関係に関して何ら違いを示さなかった。
成功している企業において、イノベーション
と異質性の間に強い関係を示した。
　環境のダイナミズムと敵対性は、各市場に
対する企業の情報加工タスクを増大させ、そ
してこのことが意思決定者の側により大きな
分析を必要とするようである。反対に、異質
性の増大は、経営管理タスクを非常に複雑に
するため、より多くの専門家が企業のさまざ
まなレベルや子会社での意思決定に関与する
ようになる。
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略的意思決定の在り方に関する命題を提示し
ている。
　かれらの分析によれば、速い意思決定を行
うエグゼクティブは遅い意思決定を行う人々
よりも広範な情報を用いていた。ここでの情
報はあらかじめ準備された（forecasted）情
報ではなく、特に企業の競争環境やオペレー
ションに関するもので出来事と報告の間にほ
とんどタイムラグがないリアルタイムの情報
であった。このような多くの情報により、エ
グゼクティブが問題や機会を早くみきわめる
ことができるようにして問題の識別を速くす
ること、リアルタイムの情報に触れることで
エグゼクティブの直観を鍛え上げ変化へ早く
正確に対応できるようになること、などがそ
の理由であると指摘されている。
→命題１： リアルタイムの情報の利用が多け
れば多いほど、戦略的意思決定プ
ロセスのスピードが増す（p.549）。
　かれらの分析ではまた、より速い意思決定
はより多くの代替案と関連しており、速い意
思決定は多様な代替案を同時に、遅い意思決
定は少ない代替案を順次的に、考察していた。
代替案を同時に考察することにより、一つの
オプションにこだわり続ける心理的な状態を
回避させ一つのオプションがだめになった時
に速く新しい代替案を選択できるからである。
→命題２： 同時に考察される代替案の数が多
ければ多いほど、戦略的意思決定
のスピードは増す（p.556）。
　CEOがアドバイスを集めるプロセスは重
要であり、速い意思決定の場合、経験豊かな
一人もしくは二人の経験豊かなエグゼクティ
ブ（かれらは「カウンセラー」とよんでいる。）
からのアドバイスに焦点を当てていた。この
カウンセラーがアイデアに速くしっかりとし
代替案を集め評価しながら、目標を明確化し
優先順位を設定する合理的プロセスを通じて
世界を秩序付けるようアドバイスするとされ
ているように、変化の速い環境は、経営役員
が不安定性に対処すると同様に、認知マップ
を構成し、戦略が成功するとみなすことがで
きる理論を形成するよう強いる。
　かれらの調査ではまた、代替案を持たな
かった企業（ファースト社）もしくはたった
二つ（アルファ社）しか検討しなかった企業
はパフォーマンスが低かった。
→仮説1.2． 変化の速い環境において、戦略的
代替案のより包括的なリサーチほ
どパフォーマンスが良い（p.828）
　かれらの調査によると、上級役員が明確な
プロアクティブで範囲の広い目標を設定して
いた企業（ザップ社：可能な限り最大の投資
資金の確保、マーベリック社：市場における
もっとも破壊的マシーン）のパフォーマンス
がよく、否定的な刺激へ反応する形で明確な
目標をもたない企業（ファースト社：訴訟へ
の機会主義的対応、アルファ社：利益の低下）
の業績は悪い。
→仮設1.3． 変化の速い環境において、成文化
された目標がより明確に明示的に
表現されるほどパフォーマンスが
良い（p.828）
　Eisenhardt（1989）は、八社のマイクロコ
ンピュータ会社に対するCEOインタビュー、
トップマネジメントインタビュー、質問票、
二次ソースとその他データ（長期にわたる戦
略的意思決定の会合や週ごとのエグゼクティ
ブのスタッフ・ミーティングの観察を含む）
などにもとづくケーススタディを行い、急速
に変化する環境におけるスピードに関わる戦
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た標識を提供し、代替案の開発を早めるので
ある。またかれらは経験豊かな信頼のおける
人として過去の意思決定との関連で、企業が
環境変化の速い環境下で動くことを難しくす
る大きな賭けとなる意思決定のあいまいさを
克服するのに役立つ。
→命題３： 経験豊かなカウンセラーを活用す
ればするほど、戦略的意思決定の
スピードが増す（p.559）。
　遅い意思決定においてこの解決に問題があ
り、すべて合意するまで待つか、デッドライ
ンまで決断を引き延ばすか、などによって意
思決定していた。速い意思決定において自身
でそれを解決する意思決定者によってコンフ
リクトは条件付きの合意（consensus with 
qualiﬁcation）により積極的に処理されてお
り、関与する人みんなの合意が試みられ、合
意できない場合はCEOや副社長などが選択
を行っていた。このことは、エグゼクティブ
は自身の分野を除いて、意思決定に参加した
がるが選択はしたがらないので評判が良いの
である。
→命題４： 積極的なコンフリクトの解決を活
用すればするほど、戦略的意思決
定のスピードが増す（p.562）。
　速い意思決定は戦略的意思決定を他の決定
（過去や現在の戦略的意思決定）や戦術的な
計画（たとえば予算やエンジニアリングなど）
と統合するよう試みているが、遅い意思決定
は意思決定を個別のものでさらには分離した
出来事とみなしていた。意思決定の統合はエ
グゼクティブがより速く代替案の実行可能性
を分析することや大きな賭けとなる意思決定
のあいまいさに立ち向かうことに役立つので
ある。
→命題５： 意思決定間の統合がなされればな
されるほど、戦略的意思決定のス
ピードが増す（p.565）。
　最後にかれらのデータは以下の命題を示唆
する。
→命題６：戦略的意思決定のスピードが増せ
ば増すほど、急速に変化する環境
下ではパフォーマンスが高まる
（p.567）。
　 以 上 の よ う に、Bourgeois & Eisenhardt
（1988） と同様にEisenhardt （1989） もまた計
画型モデルを特徴づける分析や包括性が意思
決定のスピードを要請する不安定な環境にお
いて活動する企業にとって必要な成功の要因
であると結論づけている。
　Glick, Miller & Huber（1993）は、異なっ
た環境特性をもつ多様な産業に属する20の戦
略的事業単位（多くは独立した企業）を対象
に、組織プロセスに関する諸文献や多様な組
織の120人以上のCEOに対するインタビュー
によって収集された情報にもとづいて、組織
の 上 位 階 層 の 多 様 性（upper-echelon on 
diversity）が戦略的意思決定プロセスにおけ
る諸変数（意思決定の包括性、豊富なコミュ
ニケーションの量、凝集性）に及ぼす影響、
さらにそれが業績（オープンシステムズの効
果、利益率）に及ぼす影響を考察している。
上 位 階 層 は、 デ モ グ ラ フ ィ ッ ク 多 様 性
（demographic diversity：職能バックグラン
ド、年齢、組織における在職期間、上位階層
に お け る 在 職 期 間 ） と 構 造 上 の 多 様 性
（structural diversity：職能、地域、市場）を
もち、これらの多様性が、選好の多様性
（preference diversity：人的資源の目標、利
益目標、システム維持目標にかんする不同意）
と信念の多様性（belief diversity：柔軟性維持、
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を費やすことの効果などが不同意を刺激する
問題である（pp.199-200）。
　戦略的意思決定プロセスにおける諸変数
（意思決定の包括性、豊富なコミュニケーショ
ンの量、凝集性）にたいし選好の多様性は負
の影響を持つ。選好の多様性は、価値観の共
有の欠如や低度の認識される共通性のため不
満へと導き、このことが低度の包括性や凝集
性を生む。選好に関する不同意は、分析や議
論を通じて不同意を解決するための衝動ある
いは好奇心を刺激するよりは分裂や断ち切ら
れた意思決定へと導くようである（pp.200-
201）。
　戦略的意思決定プロセスにおける諸変数
低コストVS差別化、革新性、広告に関する
効果についての不同意）から構成されている
認知の多様性に影響を及ぼすのである。デモ
グラフィックな多様性と構造上の多様性が選
好や信念に影響する。たとえば、組織のオペ
レーティングな目標ついての選好やほとんど
の事業戦術の効果についての信念に関する永
続的な不同意へと運命づけることはないが、
広告への資源配分に関する意思決定において、
不同意はかなり予想できる。職能のバックグ
ランドと強力な市場別の部門化の多様性があ
る場合、不同意が予想される。企業名の認知
構築の効果、革新性に関する名声や認知の重
要性、ほとんどの同業他社よりも広告へ費用
図－₁　上位階層の予測される影響
信念の多様性
以下のことに関する効
果についての不同意
・柔軟性維持
・低コストvs差別化
・革新性
・広告
デモグラフィック
多様性
・職能バックグランド
・年齢
・組織における在
職期間
・上位階層におけ
る在職期間
構造上の多様性
・職能
・地域
・市場
選好の多様性
以下のことにかんする
不同意：
・人的資源の目標
・利益目標
・システム維持目標
業績
・オープンシステムズ
　効果
・利益性
意思決定の包括性
凝集性
環境の
乱気流
豊富なコミュニケー
ションの量
フィット
認知の多様性 プロセス変数　
Glick, Miller & Huber (1993) p.192より修正引用
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におけるプロセスの合理性と業績間の関係に
ついて調査し、これまでの矛盾する諸研究に
ついて考察を行っている。調査対象は、南西
部の州に立地する独立しかつ多角化していな
い101社の製造会社（従業員100名以上、グラ
スファイバーボート、油田装置、冷凍野菜、
パーソナルコンピュータなどの製品の製造）
である。プロセスの合理性はスキャニング、
分析、計画のプロセスにより、環境のダイナ
ミズムは産業における技術と製品の変化の程
度により測定されている。
　この調査結果では、ダイナミックな環境下
にある企業において、プロセスの合理性と業
績は正の関係がみられ、環境のダイナミズム
が低い環境下にある企業ではこのような関係
は見いだされなかった。このことは、上述し
たEisenhardt（1989）やMiller & Friesen（1983）
などの見解と一致し、Fredrickson （1984）や
Fredrickson & Mitchell （1984）の見解とは一
致しない。すなわちFredricksonの諸研究が
ほかの研究と矛盾する結論を導いているので
ある。
　以上のように環境と戦略形成プロセスモデ
ルの適合関係についての矛盾する仮説が提示
されている。次節ではこの矛盾について検討
する。
第₃節　矛盾する仮説についての検討
　環境と戦略形成プロセスの各モデルの適合
関係について矛盾する仮説が提示されている
が、本節ではこのような矛盾について検討を
行う。
　Eisenhardt（1988）によれば、Fredrickson 
& Mitchell（1984）の研究との違いが調査方
法と調査対象においてまた環境のダイナミク
スに関する定義においてみられる。後者は木
（意思決定の包括性、豊富なコミュニケーショ
ンの量、凝集性）に対して、信念の多様性は
一つ正の影響をもつ。広告の効果についての
信念にかかわる多様性は包括性を強化する。
この信念の相違は、少数派の影響やグループ
思考の回避を支持するようである。包括性に
おいてしばしば起きる衝突に対して尻込みし
ないのである（p.201）。結果的に、選好およ
び信念の多様性の影響は、最も凝集的でコ
ミュニケーションがなされ包括的な上位階層
チームは価値について合意するが、戦術や戦
略についてかなりの不同意を示すことを示唆
している。戦術に関する不同意は相互に尊重
するよう導き、目標に対する不同意はチーム
の分裂へと導く可能性がある（pp.201-2）。
デモグラフィック多様性および構造上の多様
性の影響について、市場別の部門化は意思決
定の包括性に正の影響を持ち、職能のバック
グランドは豊富なコミュニケーションの量に
正の影響を持つ。上位階層に属する管理者が
非常に異なる市場領域に対して責任をもつ場
合は、自分の部門への資源の追加を正当化す
るために包括的にならなければならない。
バックグランドの多様性は相違を結合する方
法としてコミュニケーションを強める。
　かれらはこのような上位階層の多様性の影
響を受ける意思決定プロセスについて明らか
にし、続いて多様な環境下でこのプロセスが
組織パフォーマンスへおよぼす影響について
考察し、包括的な意思決定プロセスは、乱気
流の環境下にある産業では正の影響が、弱い
乱気流の環境下にある産業では負の影響が、
それぞれ示された。
　Priem, Rasheed & Kotulic（1995）は、複数
応答者調査アプローチ（multiple respondent 
survey approach）を用いて多様な環境状況
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略は時間のプレッシャーが高い場合に効果的
なのである。第三にカウンセラーについて
（p.561）、集権的な権力が速い意思決定を導
くという見解に対して、たとえば独裁的な
CEOに意思決定のための権限を与えても、手
助けなしに解答困難な情報や心理的障壁を克
服できず意思決定が遅延するのであり、経験
豊かな助言者がいるほうが意思決定は速くな
る。第四にコンフリクトについて（p.565）、
かれらの調査ではコンフリクト解決を図らな
かった企業ではデッドラインに至るまで決定
ができずその決定は非包括的で十分討議がな
されなかった意思決定であった。第五に意思
決定の統合について（p.567）、意思決定の統
合が遅い意思決定を導く見解は、不確実性に
積極的に対処する具体的な計画の効果を無視
しており、また複雑な公式的な計画を通じて
統合を成し遂げるととらえている。しかし実
際は、諸意思決定をいかに適合させるのかに
関する心的マップを保持し、簡潔な計画や行
動思考のオペレーションに関する文書（たと
えば予算やエンジニアリングのスケジュー
ル）によりそのマップを補完することで統合
を成し遂げることができるのである。
　Glick, Miller & Huber（1993）は、583の産業
の環境についてランク付けし、そのうち変化
の程度の高さが第３位から583位までの産業
を網羅している。このランク付けにもとづけ
ば、Fredricksonらの諸研究において扱われ
ている林業は196位、ペイントおよびコーティ
ング産業は112位に位置づけられ、二つの産
業の環境の違いはそれほど大きくはないので
ある。かれらはこのような環境測定の改善と
ともに、包括性測定の厳密化、サンプル規模
の増大、サンプルの多様性の大幅増、などか
ら、Fredricksonらの諸研究よりも自らの研
材 産 業 に か ん す る 研 究 で、Bourgeois & 
Eisenhardt（1988）はマイクロコンピュータ
産業にかんする研究である。木材産業とマイ
クロコンピュータ産業では変化の質と不安定
度に違いがある。変化の質に関しては、前者
の不安定性はコモディティ製品の循環的な需
要に起因するもので、後者はマイクロコン
ピュータ業界の非連続的変化に起因する。ま
た不安定度に関しては、マイクロコンピュー
タ産業と環境の安定した産業とは、不安定度
という観点からは両極に位置づけられ、木材
産業はその中程度の不安定度に位置づけられ、
両極が計画型モデルに適しており、中程度の
産業は適応型に適しているということも考え
られるのである（pp.827-8）。
　Eisenhardt （1989）は、Fredrickson & Mitchell 
（1984）らの研究との矛盾について以下のよ
うな見解を示している。第一に情報収集につ
いて（p.555）、かれらの包括的な情報の収集
は計画情報についてではなくリアルタイムの
情報のことを指すが、Fredricksonらの研究
ではそれらを区別していない。第二に多様な
代替案について（pp.557-558）、Fredrickson
らは多様な代替案の考察は時間の浪費だとす
るが、実際には代替案は個別に評価すること
は困難で、多様な代替案の比較プロセスが代
替案の強みと弱みを明確にし、もっとも実行
可能な代替案が考察されたという信頼を構築
するのに役立つのである。さらに同時に複数
の代替案を考察することは、一つのオプショ
ンへの過度の関与を低減させ、また一つの代
替案が失敗したときの予備的な立場を提供す
る。また多様な代替案の考察は時間の浪費だ
とする見解は、考察される代替案の数（=広
さ）と分析の深さを識別していない見解であ
る。「深さではなく広さ」による意思決定戦
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　かれらによればこれらの研究は、表－１で
示しているように、まずサンプル、データ収
集方法、推論方法、データ分析テクニックな
どなどや、重要変数の構成の概念化と操作化
において相違がある。これらの相違において
たとえば、環境や合理性、業績に関する概念
化と操作化の違いが矛盾する結果を導きうる。
　また環境がプロセス合理性と業績の関係に
介在するとするこれらの諸研究は、環境につ
究 の ほ う が 妥 当 性 は 高 い と 述 べ て い る
（p.205）。
　さらにPriem, Rasheed & Kotulic （1995） は、
高度なダイナミックな環境下ある企業より包
括的に適応すべきであると結論づけながら、
諸研究を比較し矛盾する見解について考察し
て、Fredricksonの見解との違いは、「多くの
方法論的なそして理論的な理由のためであ
る」と述べている。（p.925）。
表－₁　合理性、環境のダイナミズムと企業パフォーマンス：比較
Fredrickson & 
 Mitchell (1984)
Miller & Friesen 
(1983)
Eisenhardt (1989) Judge & Miller (1991)
Glick, Miller & 
Huber (1993)
サンプル 不安定な産業（製材）
における27社の109人
の役員と安定的な産
業（塗料と塗装）にお
ける38社の152人の役
員
15の産業におけるカナ
ダの50社とアメリカの
36社
マイクロコンピュータ
産業における８社
32人のCEOを含む32社
における86人の役員
（バイオテクノロジー
企業10社、繊維企業10
社、病院12社）
79のSBUのトップマネ
ジメントメンバー
データ収集
法
「意思決定-シナリオ」
に基づく質問
カナダ企業に対する
質問票、アメリカサン
プルに対するケース
史の専門的スコアリ
ング
CEOインタビュー、トッ
プマネジメントチーム
との準構造化されたイ
ンタビュー、質問票と
二次情報源
インタビューと文書
データ
質問法と二次情報源
推論方法 演繹法 演繹法 帰納法 演繹法 演繹法
データ分析
テクニック
偏相関分析 積率相関分析 パターン分析、プロファ
イル比較、ケーススタ
ディからの理論構築
回帰分析 回帰分析
コントロー
ル
規模 小規模企業と多角化企
業がサンプルから削除
産業 規模、意思決定の重
要性
産業、寛大さ
一般性 限定的、各環境タイプ
から一つの産業だけ含
まれているため
良い、サンプルが多様
な産業の企業を含め
られているため
限定的、一つの産業サ
ンプルであるため
中程度、サンプルが多
様な環境変化率をも
つ三つの産業を含む
が、各タイプごと一つ
の産業と各産業にお
いて少数の企業のみ
であるため
良い、サンプルが乱気
流という意味におい
て大いに異なる諸産
業における諸企業を
含むため
合理性の操
作化
状況診断、代替案生
成、代替案評価、意
思決定統合
将来の可能性、統合、
分析、複合性、産業
専門性
代替案の数、経験ある
カウンセラーの活用、
リアルタイム情報の活
用、意思決定間の統合
考察された代替案の
数
Fredrickson（1984）
に基づく包括性の質
問票
パフォーマ
ンス
資産収益率、売上高
の成長
売上高の成長、ROE
の成長
販売トレンド、売上
高利益率
資産収益率、売上高
成長
オープンシステムの
効果、利益率
結論 安定的な環境におい
て合理的意思決定プ
ロセスはより優れた
経済成果と、不安定な
環境においてより低
い経済成果と、関連が
ある
高い成果をもつ企業
に関して、環境のダイ
ナミズムは計画の合
理性を伴う
高度に変化する環境に
おける効果的な戦略的
意思決定はスピードと
包括性に特徴づけられ
る
同時に考察された代替
案の数はすべての環境
において意思決定のス
ピードと正の関係があ
るが、意思決定のス
ピードは高度に変化す
る環境においてのみよ
り高い成果へと導く
意思決定の包括性は乱
気流の環境において正
の関連があるが、乱気
流の低い環境において
は負の関係がある
Priem, Rasheed & Kotulic (1995) p.917-918 より
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同時に、トップ・マネジメントが戦略実行に
より深くかかわるようになってきた。策定と
実行を分離して考えるか同時的なものと考え
るかとの見解はあるが、いずれにしても戦略
の実行面を捨象して組織のパフォーマンスと
戦略的意思決定プロセスの適合関係を論じる
ことは問題であろうと考えられる。
　また本稿で考察した諸研究の限界について、
「…計画に含まれる詳細な活動（activities）
がほとんどまったく無視しており、…多くの
矛盾する見解が生じることは驚くことではな
い 」（Johnson, Langley, Melin & Whittington 
[2007], pp.10-11）という見解がある。同様に、
Rajagopalan, Rasheed&, Datta （1993） によれ
ば、これらの研究間の「矛盾は、部分的には
権限配分や情報処理システムのような組織要
因 の 役 割 に 帰 す も の で あ り、 こ れ ら は
Eisenhardtの 研 究 で は 含 め ら れ て い る が、
Fredricksonの 研 究 に は 含 ま れ て い な い 」
（p.358）のである。そして環境と戦略的意思
決定プロセスの特性のさまざまなコンビネー
ションがさまざまな業績効果をもたらすだけ
でなく、所与の環境の中で、意思決定プロセ
スと組織コンテクストのさまざまなコンビ
ネーションがさまざまな業績をもたらすので
あるとして、多様な変数を組み入れた包括的
な研究の必要性を示唆している。
　以上のような環境要因と戦略的意思決定プ
ロセスの適合関係について議論は、さらによ
り包括的なコンティンジェンシー要因を取り
込んだ研究へと展開する。
　最後に、方法論的限界について述べておき
たい。その方法論的限界として、量的研究に
おける「結果の多くは、世界に関する統計的
意味においてのみ有意性をもつ」（Mintzberg 
[1979]、p.583）ということが指摘されている。
いてダイナミズムという次元にのみ焦点を当
て、環境の同じく重要な局面である複雑性や
敵対性などのような次元が取り扱われてこな
かった。それゆえ場合によってはダイナミズ
ムという次元において同様の環境下にあると
される企業・産業でもほかの次元が異なるた
めプロセスの合理性と業績の関係について矛
盾する結果を生むこともありうるのである
（pp.925-926）。
小　　活
　本稿で考察した諸研究において、ほとんど
指摘されていなかった戦略実行プロセスの重
要性について指摘しておきたい。たとえば
Burgelman（2002）は、「トップ・マネジメン
トの戦略的意図が十分に実現されることは少
ない。というのも、実現には徹底的にフォロー
する経営者のたゆまぬ努力が必要となるから
である。多くのトップ・マネジメントがそれ
を成功しないのは、組織に実行を強いる能力
を欠いているからである」（237頁）と述べ、
戦略実行の重要性について考察している。イ
ンテル社のグローブ（当時のCEO）のリー
ダーシップ（p.213）として、スピーチによ
り戦略を明示する（外部メディアを通じた自
社従業員へのメッセージ配信）、戦略を教え
る（管理職の戦略能力を高めるため社内で開
発された管理職向けの研究プログラム）、組
織コンテクストを変える、などの実践を指摘
している。組織構造、戦略計画システム、資
源配分のルール、採用と昇進に関する制度、
評価と報酬に関する制度、業務方針、などな
どが戦略的意思決定プロセスと関連しながら
企業の業績に影響すると考えられるのである。
　Grant（2003）によれば、戦略策定におけ
るトップ・マネジメントの役割が変化したと
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このことは、量的研究において数値化可能な
諸要因が重視され、数値化されにくいよりミ
クロな要素やそれら間の相互作用について多
くの関心がはらわれていないことを意味する。
つまりプロセスが包括的か否かを数値化しそ
れぞれの状態と環境をはじめとする諸要因と
の適合関係を明らかにしようとするものであ
り、たとえばそれぞれのプロセスで用いられ
ている多様なテクニック、ツールなどは取り
扱うことはできないのである。それゆえこれ
らの研究から示唆されるものは、たとえば、
「ダイナミックな環境に直面した時、環境に
関する体系的なスキャニングや慎重な長期計
画の準備、代替案の詳細な分析を断念する経
営者はかんばしくない経済的結果を被るだろ
う」（Priem, Rasheed & Kotulic [1995]、p.927）
ということに過ぎないのである。
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